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論壇
�

租
税
法
律
主
義

憲
法
第
８４
条
（
後
示
）
は
、

い
わ
ゆ
る
「
租
税
法
律
主
義
」

を
規
定
し
た
も
の
と
い
わ
れ
て

い
る
。

「
租
税
法
律
主
義
」
は
、「
法

律
用
語
辞
典
」
に
よ
る
と
、
以

下
の
よ
う
に
記
述
さ
れ
て
い

る
。『

租
税
の
賦
課
徴
収
は
、
国

民
の
代
表
機
関
で
あ
る
国
会
が

制
定
し
た
「
法
律
」
に
基
づ
い

て
な
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
、
と

す
る
原
則
で
あ
る
。
納
税
義
務

の
消
長
に
関
す
る
実
体
規
定
は

も
と
よ
り
、
徴
税
の
手
続
き
規

定
も
能
う
限
り
「
法
律
」
に
お

い
て
定
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
そ
う
す
る
こ
と
に
よ

り
、
税
法
の
執
行
機
関
で
あ
る

税
務
行
政
庁
や
裁
判
所
の
恣
意

的
判
断
を
防
止
し
、
国
民
の
人

権
を
擁
護
し
よ
う
と
す
る
も
の

で
あ
る
。

こ
の
主
義
か
ら
の
理
論
的
要

請
と
し
て
、
税
法
の
領
域
に
お

い
て
は
と
り
わ
け
て
、
①
不
確

定
概
念
、
概
括
条
項
、
自
由
裁

量
規
定
等
の
導
入
の
禁
止
、
②

通
達
の
法
源
性
の
否
定
、
③
包

括
的
委
任
命
令
の
禁
止
、
④
拡

張
解
釈
・
類
推
解
釈
の
禁
止
、

⑤
行
政
先
例
法
・
慣
習
法
の
否

定
、
⑥
納
税
者
に
不
利
益
と
な

る
法
律
不
遡
及
の
原
則
、
⑦

「
疑
わ
し
き
は
納
税
者
の
利
益

の
た
め
に
」
と
い
う
法
理
、
な

ど
が
強
調
さ
れ
る
。

租
税
法
律
主
義
は
、
別
の
言

葉
で
表
現
す
れ
ば
、
租
税
の
領

域
に
お
け
る
法
的
安
定
性
・
法

的
予
測
可
能
性
を
確
保
し
よ
う

と
す
る
原
則
で
あ
る
と
い
え

る
。
』（
自
由
国
民
社
１
９
９
４

年
刊
９
０
１
頁
以
下
）

�

納
税
者
に
不
利
益
と
な
る
法
律
不
遡
及
の
原
則

租
税
法
律
主
義
か
ら
の
理
論

的
要
請
と
し
て
導
か
れ
る
諸
原

則
の
う
ち
、
こ
こ
で
取
り
上
げ

る
の
は
、「
納
税
者
に
不
利
益
と

な
る
法
律
不
遡
及
の
原
則
」
で

あ
る
。

こ
れ
に
つ
い
て
は
、
以
下
の

学
説
が
あ
る
。

�

日
本
評
論
社
「
基
本
法
コ

ン
メ
ン
タ
ー
ル

憲
法
」
有
倉

遼
吉
・
小
林
孝
輔＝

編
（
１
９

９
４
年
刊
２
８
１
頁
）

『
租
税
法
律
主
義
の
も
と
で

は
、
原
則
と
し
て
租
税
法
律
不

遡
及
の
原
則
が
妥
当
す
る
と
い

え
る
。
法
律
の
明
文
規
定
に
よ

っ
て
法
律
を
遡
及
的
に
納
税
者

の
利
益
に
変
更
す
る
こ
と
は
許

さ
れ
る
に
し
て
も
、
不
利
益
に

変
更
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な

い
。
人
び
と
の
法
的
生
活
の
安

定
を
害
す
る
か
ら
で
あ
る
。
本

８４
条
は
、
こ
の
租
税
法
律
不
遡

及
の
趣
旨
を
包
含
す
る
も
の
と

解
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
こ
の

原
則
は
単
に
立
法
政
策
上
の
原

則
で
は
な
く
、
憲
法
上
の
原
則

で
あ
る
。
』

�

弘
文
堂
「
租
税
法
」
金
子

宏
（
平
成
１６
年
刊
１
１
６
頁
）

『
租
税
法
の
分
野
で
特
に
問

題
と
な
る
の
は
、
遡
及
立
法
、

す
な
わ
ち
公
布
の
日
よ
り
前
に

遡
っ
て
適
用
さ
れ
る
立
法
の
可

否
で
あ
る
。
過
去
の
事
実
や
取

引
か
ら
生
じ
る
納
税
義
務
の
内

容
を
、
納
税
者
の
利
益
に
変
更

す
る
遡
及
立
法
は
許
さ
れ
る
、

と
解
し
て
よ
い
。
し
か
し
、
そ

れ
を
納
税
義
務
者
の
不
利
益
に

変
更
す
る
遡
及
立
法
は
、
原
則

と
し
て
許
さ
れ
な
い
と
解
す
べ

き
で
あ
ろ
う
。
人
々
は
、
現
在

妥
当
し
て
い
る
租
税
法
規
に
依

拠
し
つ
つ

す
な
わ
ち
、
現

在
の
法
規
に
従
っ
て
課
税
が
行

な
わ
れ
る
こ
と
を
信
頼
し
つ
つ

各
種
の
取
引
を
行
な
う
の

で
あ
る
か
ら
、
後
に
な
っ
て
そ

の
信
頼
を
裏
切
る
こ
と
は
、
租

税
法
律
主
義
の
狙
い
で
あ
る
予

測
可
能
性
や
法
的
安
定
性
を
害

す
る
こ
と
に
な
る
。
憲
法
は
、

こ
の
点
に
つ
い
て
明
文
の
定
め

を
お
い
て
い
な
い
が
、
憲
法
第

８４
条
は
納
税
者
の
信
頼
を
裏
切

る
よ
う
な
遡
及
立
法
を
禁
止
す

る
趣
旨
を
含
ん
で
い
る
、
と
解

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
』

�

不
利
益
遡
及
立
法
の
制
定
と
違
憲
訴
訟
の
提
起

�

不
利
益
遡
及
立
法
の
制
定

「
土
地
、
建
物
等
の
譲
渡
損

失
に
つ
い
て
損
益
通
算
を
廃
止

す
る
」
を
含
む
税
制
改
正
大
綱

が
自
民
党
か
ら
発
表
さ
れ
た
の

は
、
平
成
１５
年
１２
月
１７
日
だ
っ

た
。
日
本
税
理
士
政
治
連
盟
な

ど
の
反
対
も
む
な
し
く
、
改
正

案
は
平
成
１６
年
３
月
２６
日
に
成

立
し
、
そ
の
適
用
を
そ
の
年
の

１
月
１
日
に
遡
及
し
た
（
租
税

特
別
措
置
法
附
則
第
２７
条
）
。

�

不
利
益
遡
及
立
法
違
憲
訴

訟
の
提
起
と
判
決
の
行
方

遡
及
期
間
に
不
動
産
を
譲
渡

し
、
損
益
通
算
不
適
用
に
な
っ

た
納
税
者
か
ら
、
各
地
で
訴
訟

が
提
起
さ
れ
た
。

①
福
岡
地
方
裁
判
所
で
は
、

納
税
者
が
勝
訴
（
Ｈ
２０
・
１
・

２９
）
す
る
も
、
福
岡
高
等
裁
判

所
で
は
、
納
税
者
が
敗
訴
（
Ｈ

２０
・
１０
・
２１
）
、
確
定
。
②
東
京

地
方
裁
判
所
で
は
、
納
税
者
が

敗
訴
（
Ｈ
２０
・
２
・
１４
）
、
控
訴

中
。
③
千
葉
地
方
裁
判
所
で
は
、

納
税
者
が
敗
訴
（
Ｈ
２０
・
５
・

１６
）
、
東
京
高
等
裁
判
所
で
も
敗

訴
（
Ｈ
２０
・
１２
・
４
）
、
上
告
中
。

い
ず
れ
も
納
税
者
不
利
に
展

開
し
て
い
る
。

�

各
判
決
の
理
論
的
検
討

各
判
決
の
論
点
は
似
通
っ
て

い
る
の
で
、
以
下
①
福
岡
地
方

裁
判
所
判
決
、
②
東
京
地
方
裁

判
所
判
決
、
③
千
葉
地
方
裁
判

所
判
決
、
④
福
岡
高
等
裁
判
所

判
決
と
し
て
比
較
検
討
し
た

い
。憲

法
第
８４
条
、
憲
法
第
３０
条

は
、
い
わ
ゆ
る
「
租
税
法
律
主

義
」
を
規
定
し
た
こ
と
に
異
論

は
な
い
。

�

遡
及
適
用
の
原
則
禁
止

①
原
則
禁
止

②
違
憲
と
な

り
う
る

③
原
則
禁
止

④
違

憲
と
な
り
う
る

�

遡
及
適
用
の
合
憲
的
例
外

の
範
囲

①
合
憲
的
例
外
あ
り

②
許

容
さ
れ
る
場
合
あ
り

③
許
容

さ
れ
る
場
合
特
に
論
及
な
し

④
必
要
性
の
あ
る
場
合
有
り

�

期
間
税
と
遡
及

所
得
税

は
期
間
税
で
あ
る
が
、
譲
渡
は

ど
う
か
？

①
取
引
行
為
の
信
頼
性
、
譲

渡
所
得
の
一
回
性
を
意
識

②

期
間
税
を
是
認

③
期
間
税
で

あ
る

④
期
間
税
を
是
認

�

遡
及
の
必
要
性

①
損
益
通
算
制
度
が
５０
年
あ

っ
た
こ
と
は
遡
及
の
必
要
性
を

減
ず

②
遡
及
の
必
要
性
を
認

定

③
遡
及
に
当
た
ら
な
い

④
遡
及
の
必
要
性
を
是
認

�
予
測
可
能
性

①
税
制
改
正
大
綱
が
新
聞
報

道
さ
れ
た
だ
け
で
は
予
測
可
能

性
を
否
認

②
予
測
可
能
性
を

是
認

③
予
測
可
能
性
あ
り

④
予
測
可
能
性
が
全
く
な
か
っ

た
と
は
い
え
な
い

�

総
合

①
違
憲
無
効

②
租
税
法
律

主
義
に
反
し
な
い

③
著
し
い

不
合
理
で
な
い

④
違
憲
無
効

で
あ
る
と
は
い
え
な
い

○
私
見

各
判
決
と
も
「
租
税
法
律
主

義
」
を
是
認
し
、
納
税
者
の
主

張
を
引
用
し
な
が
ら
、
前
半

は
、
そ
の
ま
ま
肯
定
し
て
い

る
。
①
は
、
そ
の
流
れ
で
結
論

に
達
し
、
遡
及
は
違
憲
無
効
と

し
て
納
税
者
を
勝
訴
さ
せ
た
。

②
③
④
は
、
期
間
税
で
あ
る
こ

と
、
遡
及
の
必
要
性
や
予
測
可

能
性
を
認
め
、
法
的
安
定
性
も

害
し
な
い
と
し
て
納
税
者
を
敗

訴
さ
せ
て
い
る
。

�
「
納
税
者
権
利
章
典
」の
制
定
を

�

罪
刑
法
定
主
義
と
租
税
法

律
主
義

議
会
の
起
源
は
、
専
制
君
主

の
横
暴
を
押
さ
え
る
た
め
と
い

わ
れ
て
い
る
。
民
衆
の
代
表
で

構
成
さ
れ
た
る
議
会
の
議
決
に

よ
る
法
律
の
制
定
に
よ
り
、「
法

の
支
配
」
が
貫
徹
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。

我
が
憲
法
は
、

①
罪
刑
法
定
主
義

国
民
の

自
由
や
生
命
を
奪
う
刑
罰

憲

法
第
３１
条
（
法
定
手
続
の
保
障
）

第
３９
条
（
遡
及
処
罰
の
禁
止
）

②
租
税
法
律
主
義

国
民
の

財
産
権
を
奪
う
租
税

憲
法
第

８４
条
（
租
税
法
律
主
義
）
第
３０

条
（
納
税
の
義
務
）

と
し
て
、
具
現
化
し
て
い
る
。

�

不
遡
及
立
法
禁
止
原
則
の

明
文
化

罪
刑
法
定
主
義
で
は
、
憲
法

第
３９
条
（
遡
及
処
罰
の
禁
止
）
で

明
文
化
し
て
い
る
の
に
対
し
、

租
税
法
律
主
義
の
憲
法
第
８４
条

で
は
そ
れ
が
欠
け
て
い
る
。
そ

れ
故
、
例
外
の
存
在
余
地
が
あ

る
と
し
、
予
測
可
能
性
や
法
的

安
定
性
を
害
し
な
い
と
き
は
許

さ
れ
る
と
す
る
解
釈
を
生
む
こ

と
に
な
る
。
そ
し
て
、
こ
の
判

定
は
専
ら
裁
判
所
の
事
実
認
定

に
よ
る
こ
と
に
な
る
の
で
、
恣

意
的
な
判
断
を
生
む
可
能
性
が

あ
る
。
よ
っ
て
租
税
法
律
主
義

で
も
不
遡
及
立
法
禁
止
原
則
の

明
文
化
が
肝
要
と
な
る
。

�

「
納
税
者
権
利
章
典
」
の

制
定
を

①
水
野
武
夫
教
授
は
、「
行
政

不
服
審
査
法
の
改
正
に
伴
う
国

税
通
則
法
の
改
正
」
と
題
す
る

日
本
税
務
会
計
学
会
訴
訟
部
門

の
講
演
（
Ｈ
２０
・
６
・
１１
）
の

中
、「
租
税
手
続
法
の
全
面
的
見

直
し
」
の
項
の
冒
頭
に
「
納
税

者
の
権
利
憲
章
」
を
掲
げ
て
お

ら
れ
る
。
②
東
京
税
理
士
会
税

務
審
議
部
は
、「
国
税
通
則
法
の

改
正
で
納
税
者
権
利
の
章
典
制

定
を
」
の
小
冊
子
を
発
表
し
て

い
る
（
平
成
１７
年
２
月
）
。
こ
れ

ら
の
「
権
利
憲
章
」
の
中
に
、

明
文
で
「
納
税
者
に
不
利
益
と

な
る
法
律
不
遡
及
の
原
則
」
を

規
定
す
る
こ
と
を
熱
望
す
る
。

�

税
理
士
会
、
弁
護
士
会
の

協
力東

京
税
理
士
会
・
鈴
木
雅
博

税
務
審
議
部
長
に
よ
る
と
（
会

報
２
０
０
８
年
３
月
１
日

号
）
、

日
弁
連
で
は
「
損
益
通
算
禁
止

に
つ
い
て
の
意
見
書
」
を
平
成

１６
年
に
出
し
て
い
る
と
の
こ
と

で
、
納
税
者
の
権
利
擁
護
の
観

点
か
ら
、
協
力
で
き
な
い
か
。

﹇
参
考
条
文
﹈

憲
法

第
８４
条
（
租
税
法
律
主

義
）

あ
ら
た
に
租
税
を
課

し
、
又
は
現
行
の
租
税
を
変
更

す
る
に
は
、
法
律
又
は
法
律
の

定
め
る
条
件
に
よ
る
こ
と
を
必

要
と
す
る
。

憲
法

第
３９
条
（
遡
及
処
罰
の

禁
止
、
一
事
不
再
理
）

何
人

も
、
実
行
の
時
に
適
法
で
あ
つ

た
行
為
又
は
既
に
無
罪
と
さ
れ

た
行
為
に
つ
い
て
は
、
刑
事
上

の
責
任
は
問
は
れ
な
い
。
又
、
同

一
の
犯
罪
に
つ
い
て
、
重
ね
て

刑
事
上
の
責
任
を
問
は
れ
な
い
。

﹇
参
考
文
献
﹈

本
文
で
引
用

し
た
も
の
の
他

�

三
木
義
一
「
租
税
法
規

の
遡
及
適
用
を
め
ぐ
る
二
つ
の

判
決
と
そ
の
問
題
点
」
税
理

２
０
０
８
年
５
月
号

�

山
田
二
郎
「
税
法
の
不

利
益
遡
及
立
法
と
租
税
法
律
主

義
」
税
法
学
５
５
９
号

租
税
法
律
主
義
貫
徹
の
た
め「
権
利
章
典
」の
制
定
を

大野隼佑
【大森】

―
不
利
益
遡
及
立
法
違
憲
訴
訟
判
決
の
動
向
に
思
う
―

２００９年〔平成２１年〕３月１日〔日曜日〕 東 京 税 理 士 界 〔第三種郵便物認可〕 Volume No.626【４】


